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研究成果の概要（和文）：開発援助では様々な社会調査が実施され評価に利用されている。参加

型調査、民族誌作成、フォーカスグループディスカッションなど標準的な調査法以外の手法も

使われている。JICA の評価システムは構造上、広汎な長期的インパクトの把握が難しい。また、

質の高い調査データが必ずしも得られていないため、評価団がポジティブな現状追認型評価を

行なった例も見られた。調査の倫理をしっかりと踏まえた評価調査法の開発と普及が望まれる。 

 
研究成果の概要（英文）：In the poverty reduction projects, many types of social research 
have been conducted and used for evaluation. There are methods that are not in a standard 
social research methodology. They include participatory research, ethnographic research, 
and focus group discussion. The evaluation system of JICA is confined to the immediate 
result of the project. It fails to evaluate the far-reaching impact that the project might 
bring after the end of the project period. Besides, it was often difficult for the project 
team to to collect good data appropriate for evaluation. There was a case where evaluators 
made allowances for the project members and positively ratified the result of project 
activities. We need to develop and disseminate methods of evaluation research based firmly 
on the ethics of social research. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2009 年度 5,300,000 1,590,000 6,890,000 
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2011 年度 4,500,000 1,350,000 5,850,000 
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総 計 14,300,000 4,290,000 18,590,000 
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科研費の分科・細目：社会学 
キーワード：貧困削減、プロジェクト評価、開発援助、社会学、社会調査法 
 
１．研究開始当初の背景 
 冷戦終結後、先進国による政府開発援助の目

的が「戦略的援助」から「経済社会発展」、「平和

構築」、及び「人間の安全保障」のような援助本

来の目的へと変化した。そこで、社会開発のた

めの援助、中でも貧困削減援助が重要な課題と

なり、対象である人々の生活向上が主な援助目

標となった。開発援助やそのプロジェクトが本当

に対象とされる人々のために役に立っているか

どうかを知るために、住民に直接質問を行う社会
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調査によってデータを収集する必要が生じ、

2000年前後から社会調査の実施が数多く行な

われるようになった。日本の標準的な社会調査

法は暗黙的に先進国における学術的科学的調

査を想定しており、外国調査や調査に評価活動

を含めることは想定されていない。これらの項目

は市販されているテキストには書かれていない。

開発援助の実務家は適切な知識や技術を得る

ことができず、社会調査の実施において誤りや

混乱がもたらされるようになった。 

 開発援助プロジェクトでは終了近くの時点に終

了時評価が、終了後、数年経ってから成果を確

認する事後評価が行なわれるが、基本的には当

該プロジェクト事業そのものの評価が行なわれる。

調査の結果、このシステムでは対象地域を越え

て拡がる影響や、プロジェクトの実施期間終了

後に生ずるプロジェクトの直接的間接的インパク

トは、必ずしも十分に把握しにくいことが明らか

になった。社会開発系の貧困削減プロジェクの

評価に投入できる時間、労力、費用が十分でな

いことも原因の一つであろう。 

 本研究では実際のプロジェクトの評価報告書

を手がかりに、実際にどのような調査が評価のた

めに実施されているのかを調べ、問題点や課題

を明らかにし、評価のための社会調査法の開発

研究を行なうこととした。 

 
２．研究の目的 
 本研究では、国際協力機構（JICA）が 2004
年ごろまでに実施し成果が上がったとされ
る社会開発系の貧困削減プロジェクトを対
象とした。外部の研究者が、国家間の取り決
めで実施されている開発援助プロジェクト
の運営中の活動内容を精査したり、対象地域
の住民を対象とした学術的社会調査を行な
ったりすることは当該プロジェクトの妨げ
となったりトラブルを引き起こす恐れがあ
る。そこで既に完了し終了時評価や事後評価
が終わったプロジェクトについて、評価報告
書・研究論文・関連書類を用いた文献研究を
行ない、さらに現地訪問によって評価結果の
現状の把握とプロジェクトの成果のサステ
ナビリティの調査を行なうこととした。 
 研究の目的はプロジェクト評価の正確さ
の検証ではなく、どのような調査手法が用い
られどのような評価が行なわれたのかを調
べ研究者の知識の拡充を図るとともに、貧困
削減プロジェクトの評価に適した社会調査
手法を明らかにすることである。 
 
３．研究の方法 
 社会調査法は最近まで特殊な技術であっ
て、大学で体系的な教育を受けた者はごく少
なかった。しかし近年、社会の具体的な状況
に関するデータに対する要望が大きくなっ

たことから社会調査は様々な分野で実施さ
れるようになり、2004 年には日本社会学会
などが中心となって社会調査士資格が創設
されるなど、状況が変わって来た。 
 我々が研究を開始した 2006 年時点におい
て、貧困削減プロジェクトではプロジェクト
の運営や評価のために数多くの社会調査が
実施されていた。そこで、すでに完了した貧
困削減プロジェクトを対象とし、現地訪問を
行ない、評価報告書をてがかりに、そのプロ
ジェクトではどのような調査が行なわれ、ど
のような評価がなされたのかを社会調査法
の観点で明らかにすることにした。JICA の
専門家やカウンターパート、村人へのインタ
ビュー、フォーカスグループディスカッショ
ン、プロジェクトサイトの訪問による観察、
民族誌的調査およびサーベイといった方法
を組み合わせて研究を行なうこととした。 
 
４．研究成果 
 本研究では社会開発系の貧困削減技術協
力プロジェクトを対象とし、主にフィリピン
「セブ州地方部活性化プロジェクト」、イン
ドネシア「スラウェシ貧困対策支援村落開発
計画プロジェクト」、バングラデシュ「住民
参加型農村開発行政支援プロジェクト」、メ
キシコ「メキシコ・チアパス州ソコヌスコ地
域小規模生産者支援計画（PAPROSOC）」につ
いて詳細な調査研究を行なった。これらはい
ずれも社会開発系の貧困削減プロジェクト
で住民参加型貧困削減モデルが採用されて
いた。住民自らがグループを作り貧困削減活
動を行ない地方政府がそれを補助金、コンサ
ルテーション、技術訓練、物品供与などで支
援するモデルを作り自治体や NGO の職員、住
民がプロジェクト終了後も自立的に活動を
続けられることを目標とするプロジェクト
であった。以下に知見を述べる。 
(1)プロジェクトが実施している社会調査は
初歩的で前例踏襲型タイプのものであった。 
 プロジェクトチームの運営上の必要から
行なわれた社会調査は主に観察、聞き取り、
簡単な質問紙調査である。いずれも他のプロ
ジェクトで行なわれたやり方や担当者が見
様見まねで行なったもので科学的客観性に
乏しい方法が踏襲されることが多かった。調
査の予算、時間的余裕、人員は不十分であり、
プロジェクトの専門家やカウンターパート
が社会調査の専門知識をほとんど持ってい
ない状況を考慮すれば前例踏襲型になるの
もやむを得なかったと考えられる。今後の改
善が期待される。 
(2) 開発援助で実施されている社会調査の
実例は、大部分は学術的な社会調査法の改善
には直接的には役立たない。 
 貧困削減を目的とする社会開発系の技術
協力プロジェクトで実施されている社会調



 

 

査は時間、労力、資金の制約もあり、本格的
な学術調査レベルの企画で実施されたもの
が少なく、概してデータの質は期待できない。
プロジェクトは一定の事前調査を踏まえ、相
手国との協議によって立案され、相手国の専
門家をカウンターパートとして運営される。
仮にプロジェクトの活動期間中に調査が実
施され、プロジェクトの成果に影響を及ぼす
可能性がある重要な知見が得られたとして
も、それを現に実施最中のプロジェクトに効
果的に反映させることは現実には相当困難
と考えられる。 
 社会調査の基本は観察、質問、文献であり、
この意味での調査は数多く行われている。し
かし、厳密な意味での科学的客観性の確保に
十分な配慮がなされているとは限らず、体系
的に知見を積み上げようという意図もない
ように見える。JICA は業務の円滑な遂行を目
的に社会調査を実施しているため、実施例は
豊富だがその中に調査法の技術の向上や、対
象地域社会の構造や特徴の解明にそのまま
役立つ知見や情報をあまり見つけることは
できなかった。 
(3)JICA は自前で社会調査技術の向上に取り
組んでいるが実務者を対象としたアドホッ
クな対応に留まっている。 
 日本の標準的な調査法には海外調査や評
価調査の項目が含まれていないため JICA は
海外で社会調査を行ないたくとも既存の学
術的知識に頼ることができなかった。また、
JICA 専門家や職員は社会調査の素養をほと
んど持っていなかった。そこで JICA は自前
で社会調査を開発援助事業に活用するため
の方法を研究し、その成果を研修用教材『社
会調査の心得と使い方』（2007）にまとめ上
げた。この努力は高く評価できる。しかし残
念ながらその内容は、これまで JICA によっ
て実施された広義の社会調査例を収集し、現
場でどのように調査を行うかについて、組織
メンバーとしての現実的な対応を前例踏襲
的に教えるアドホックなもので、社会調査法
の改善につながるものではない。 
 様々な知識、知見，発見、気づき、手法、
経験がばらばらに集積されており体系化の
試みもなく、専門的な知識の誤りも見受けら
れた。 
(4)開発援助の現場では日本の標準的な社会
調査法に含まれない様々な手法で調査が行
なわれており、それらの手法を取り込むこと
で社会調査法を強化することができるだろ
う。 
 途上国における貧困削減プロジェクトで
実施されている社会調査の現状を調べると、
「標準的」社会調査法は実は民主主義が発達
した先進工業国社会でのみ有効な研究方法
であることが明らかになった。途上国では先
進国におけるような精密なサンプリングに

基づく大規模なサーベイを実施するのは困
難である。参加型調査法（PRA や RRA など）、
民族誌的調査法、フォーカスグループディス
カッションなど質的調査法が盛んに用いら
れ、また評価は PDMe（評価用プロジェクト・
デザイン・マトリックス）など、組織的な事
業運営のモデルに組み込まれる形で実施さ
れている。貧困削減事業は社会介入の一種で
あるが、社会介入あるいは大規模な組織改革
や組織運営のために定型的なモデルを用い
ること自体、一般の社会学者にとっては新し
い研究テーマである。これまで標準的な社会
調査法では扱われていなかった上記のよう
な項目や、海外調査や開発援助評価調査を含
む社会調査法の整備は社会科学の発展の糸
口になる可能性が大きい。 
(5)JICA による終了時評価ではプロジェクト
がもたらした広汎な中長期的インパクトが
把握できない。 
 住民参加型貧困削減プロジェクトでは住
民グループが自主的に生計向上活動を行う
支援をするが、このグループが継続して活動
するかどうか終了時評価の時点では予測で
きない場合が多い。これはグループの社会的
経済的歴史的背景の分析とグループが属す
る村落社会の構造分析が行われていないこ
とが原因と思われるが、そのような考察は研
究者集団ではないプロジェクトチームや評
価団の手に余るのは明らかである。外部専門
家による中長期的モニタリングが必要であ
ろう。 
 プロジェクト終了後にプロジェクト活動
の成果のインパクトが持続しているかどう
かを検討するには、プロジェクト後、相当程
度の時間的余裕を見込んでプロジェクト対
象地域とその外側の地域を含む広い地域に
おける社会的変化を多面的に捉えることが
必要である。しかし公式の終了時評価ではプ
ロジェクト期間内に実施された活動そのも
のの評価が行なわれているに過ぎない。社会
的インパクトが影響力を発揮するには時間
がかかるが、中長期的な広汎なインパクトの
モニタリングは、短期間で実施される事後評
価でも実施するのは難しいだろう。地元の大
学や研究所などとタイアップして日本の研
究者が行うなど、新しい形での評価が必要と
思われる。 
(6)終了時評価では現状追認型の評価が行な
われることがある。  
 住民参加型貧困削減援プロジェクトでは
住民から直接的に情報を収集することが必
要であるが、上記のように様々な事情で客観
的で公正な調査が実施されないことがある。
外部の社会調査の専門家が加わった評価団
なら、正しいとはいえないデータに気づいて
いるはずだが、外部専門家が加わっていれば
問題がないとは必ずしも言えないようであ



 

 

る。評価団に外部専門家がいながら、プロジ
ェクトに関わる様々な事情を理解・勘案し
た「現状追認型評価」が行なわれた例があっ
た。(3)で述べた教材も JICA 職員に現状に上
手に適応しつつ社会調査を行うことを勧め
る内容であった。プロジェクト実施の当事者
であり、JICA という組織のメンバーの実務者
であれば客観性や調査者の知的誠実さに関
してかたくなな態度をとることは難しかろ
うが、評価団が現状追認型評価を行なうので
はプロジェクトの正しい評価ができなくな
る恐れがある。外部有識者の人選を工夫する
か、できる限り外部評価を行うのが望ましい
のではないか。 

 今後、調査の倫理をしっかりと踏まえた、

海外調査や開発社会調査に役立つ評価調査

法の開発と普及が望まれる。 
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